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施策達成にどう貢献しましたか？（アウトカム）

平成19年度の平均点数と比較すると平成20年度は点数が下がってしまったが、あらためて国
語（読解力）と英語（応用力）の基礎となる学習内容が定着していないことが分かった。教育委
員会・各学校において学力向上のための研究を重ね、家庭での学習も引き続き進めながら実
施していきたい

学習の基礎であり、学習内容定着度調査においても「読解力」が必要であることが分かったこと
から、引き続き全ての児童生徒に「読書」をすすめ、どのようにしたら本が好きになるか調査研
究を実施したい。

特に配慮を要する児童生徒がいるクラスへ非常勤講師を配置したことで、計画した教育課程を
クラス全員に提供でき、スムーズな学級経営を送ることができた。今後は特別支援教育をさらに
強力に推進することから、きめ細かい対応のためにも継続して実施したい。
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　継続的に施策展開されていると評価する。
　ただし、後期計画策定に向け、チームティーチング事業を再精査した上で、学力向上にどう貢献し
ているのか検証し、施策展開の組立てを検討すること。
　また、それに併せて施策指標も見直すこと。
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施策達成状況に関する評価 課題と今後の方向性
　普段の学習がどの程度定着しているか、そして基礎学力をどのようにして向上させるかを昨年に引き
続き調査した。平成19年度の結果から「読書」を全ての小中学校児童生徒にすすめて、更なる学力向
上についてを研究した。
また、様々な児童生徒に対してきめ細かい学習体制を図るための非常勤講師を配置したことで、学校
生活及び学習がスムーズに送れ、なおかつ学力向上体制を整備できた。

学習内容定着度調査の結果をさらに検証し、学校での学習の習熟度を上げるためには「復習（繰り返し
の学習）」、「家庭においての学習」が必要であると「学力向上推進委員会」の中で方向付けされているこ
とから、継続した学習体制が必要である。
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平成19年度より文部科学省で、全国学力・学習状況調査（小学校６年生・
中学校３年生）が実施された。実施教科（教科に関する調査（国語、算数・
数学）、生活習慣や学習環境等に関する質問紙調査が行われ、継続して
実施される予定。

平成18年度より10年間、学習内容定着度調査を実施し、児童生徒の基礎学力を把握する
とともに、チームティーチング＊や少人数指導、習熟度別学習等を展開し、基礎学力の確
実な定着を図ります。さらに、児童生徒に自己の学力点検の機会を提供することにより指導
と評価の一体化を推進し、あわせて児童生徒の個性をさらに伸ばすための学習指導方法
を研究します。（※「高根沢町地域経営計画2006」からの抜粋）

児童生徒1人ひとりの学習課題を把握し、一人ひとりに応じた学力向上のための支援を行
う｡また、町内小中学生の学習定着度を把握し、傾向を分析することで、教育資料の蓄積を
図る。さらに、各学校ごとの課題を分析し、基礎学力を高める方策を検討・実施し、学習指
導方法を研究する。
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